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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

2 － 1 －(8)

規格の改定

（水産庁準

拠）

第２章 工事費の積算

１節 直接工事費

付属資料－１

１ 起重機船、クレーン等の規格と性能
５）クローラクレーン（油圧駆動式）
（１）作業形態と諸元

最大ﾌﾞｰﾑ ﾌ ﾞ ｰ ﾑ 支 点 ﾌﾞｰﾑ支点よりクレーン規格 Ｉ=①/2 台 船 規 格 幅(Ｂ)長 さ 高 さ (H) 旋回中心まで(L)

(油) 50 t吊 2.8m 51.8m 鋼 100ｔ積 7.0ｍ

〃 55 〃 2.8〃 51.6〃 1.7m 1.0m 〃 200 〃 10.0〃

〃 65 〃 2.9〃 54.7〃 〃 300 〃 11.0〃

〃 80 〃 3.1〃 57.9〃 2.1〃 1.3〃 〃 400 〃 12.0〃

〃 100 〃 3.9〃 73.0〃 2.3〃 〃 500 〃 13.0〃

〃 150 〃 4.4〃 84.0〃 1.4〃 〃 700 〃 15.0〃
2.4〃

〃 200 〃 4.5〃 63.5〃 〃 1,000 〃 16.0〃

〃 350 〃 5.1〃 72.0〃 3.2〃 1.6〃 〃 1,500 〃 17.0〃

〃 450 〃 5.6〃 97.5〃 4.0〃 2.2〃 〃 2,000 〃 18.0〃

第２章 工事費の積算

１節 直接工事費

付属資料－１

１ 起重機船、クレーン等の規格と性能
５）クローラクレーン（油圧駆動式）
（１）作業形態と諸元

最大ﾌﾞｰﾑ ﾌ ﾞ ｰ ﾑ 支 点 ﾌﾞｰﾑ支点よりクレーン規格 Ｉ=①/2 台 船 規 格 幅(Ｂ)
長 さ 高 さ (H) 旋回中心まで(L)

(油)35 t吊 2.6ｍ 39.6ｍ 鋼 100ｔ積 7.0ｍ
1.6ｍ 0.9ｍ

〃 40 〃 2.7〃 45.5〃 〃 200 〃 10.0〃

〃 50 〃 2.8〃 51.8〃 〃 300 〃 11.0〃

〃 55 〃 2.8〃 51.6〃 1.7〃 1.0〃 〃 400 〃 12.0〃

〃 65 〃 2.9〃 54.7〃 〃 500 〃 13.0〃

〃 80 〃 3.1〃 57.9〃 2.1〃 1.3〃 〃 700 〃 15.0〃

〃 100 〃 3.9〃 73.0〃 2.3〃 〃 1,000 〃 16.0〃

〃 150 〃 4.4〃 84.0〃 〃 1,500 〃 17.0〃
1.4〃

〃 200 〃 4.5〃 63.5〃 2.4〃 〃 2,000 〃 18.0〃

〃 250 〃 4.8〃 30.5〃

〃 300 〃 4.9〃 42.0〃 3.0〃 1.6〃

〃 450 〃 5.6〃 97.5〃 4.0〃 2.2〃



- 2 -

水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

2 － 1 －(9)

規格の改定

（水産庁準拠）

2 － 2 － 9

（２）実吊荷重
クローラクレーン（油圧駆動式）：作業半径と実吊荷重（ｔ）

作業半径 ク レ ー ン 規 格 （ｔ吊）

(ｍ) 50 55 65 80 100 150 200 350 450

4 47.2 49.9 78.5

5 33.1 35.3 51.1 59.2 147.3 183.7

6 24.7 26.9 38.6 45.5 89.6 137.3 163.0 342.3 430.6

7 19.7 21.7 30.6 35.5 76.7 120.9 140.6 310.8 374.6

8 16.7 18.0 25.2 29.1 62.0 97.3 123.4 262.3 327.3

9 14.2 15.5 21.4 24.7 51.7 81.0 108.1 225.9 289.7

10 12.3 13.5 18.5 21.5 44.4 69.5 94.8 193.6 257.7

12 9.8 10.4 14.4 16.9 34.2 53.8 73.3 143.0 203.5

14 8.0 8.6 11.8 13.9 27.6 44.0 60.0 112.4 163.1

16 6.6 7.2 9.9 11.6 23.0 37.0 50.0 92.2 133.6

18 5.6 6.1 8.3 9.9 19.5 31.6 43.1 77.5 112.9

20 4.7 5.2 7.1 8.6 16.7 27.4 37.3 66.8 97.7

22 4.1 4.4 6.1 7.4 14.8 24.4 33.1 58.3 85.7

24 3.6 3.9 5.4 6.4 13.0 21.6 29.4 57.1 75.3

26 3.0 3.3 4.7 5.6 11.3 19.2 26.3 51.1 67.8

28 2.6 2.9 4.0 5.0 10.0 17.2 23.9 46.0 61.2

30 2.1 2.4 3.5 4.4 9.1 15.9 21.5 41.4 55.0

32 1.8 2.2 3.2 3.8 8.1 14.2 19.5 37.8 50.5

34 1.5 1.8 2.7 3.2 7.3 12.9 17.9 33.9 46.0

36 2.2 2.7 6.4 11.7 16.5 31.1 42.6

38 1.7 2.5 5.7 10.9 15.2 28.7 38.8

40 1.3 2.1 5.2 10.0 13.8 26.5 36.1

42 1.1 4.5 9.0 12.6 23.6 33.5

44 4.1 8.1 11.5 21.7 31.0

46 3.4 7.6 10.6 20.2 28.5

48 3.0 6.8 9.6 18.8 26.3

50 2.4 6.1 8.7 16.8 24.1

52 1.7 5.6 7.8 15.5 22.3

54 4.8 7.1 13.7 20.5

56 4.4 6.3 12.5 18.7

58 4.0 10.8 16.8

60 3.5 9.9 15.1

62 2.7 9.0 13.3

64 8.1 11.8

66 10.3

（２）実吊荷重
クローラクレーン（油圧駆動式）：作業半径と実吊荷重（ｔ）

作業半径 ク レ ー ン 規 格 （ｔ吊）

(ｍ) 35 40 50 55 65 80 100 150 200 250 300 450

3 34.6 39.5

4 29.0 35.8 47.2 49.9 78.5

5 20.5 25.6 33.1 35.3 51.1 59.2 147.3 183.7 215.5 294.7

6 15.8 18.9 24.7 26.9 38.6 45.5 89.6 137.3 163.0 179.2 247.2 430.6

7 12.8 15.3 19.7 21.7 30.6 35.5 76.7 120.9 140.6 151.3 209.0 374.6

8 10.7 12.7 16.7 18.0 25.2 29.1 62.0 97.3 123.4 129.3 178.6 327.3

9 9.1 10.7 14.2 15.5 21.4 24.7 51.7 81.0 108.1 108.8 159.4 289.7

10 8.0 9.4 12.3 13.5 18.5 21.5 44.4 69.5 94.8 92.8 137.3 257.7

12 6.2 7.3 9.8 10.4 14.4 16.9 34.2 53.8 73.3 71.1 106.6 203.5

14 5.1 5.9 8.0 8.6 11.8 13.9 27.6 44.0 60.0 57.8 86.4 163.1

16 4.2 4.9 6.6 7.2 9.9 11.6 23.0 37.0 50.0 48.2 71.5 133.6

18 3.5 4.1 5.6 6.1 8.3 9.9 19.5 31.6 43.1 41.1 60.7 112.9

20 2.9 3.5 4.7 5.2 7.1 8.6 16.7 27.4 37.3 35.6 51.7 97.7

22 2.4 2.9 4.1 4.4 6.1 7.4 14.8 24.4 33.1 31.2 44.5 85.7

24 2.1 2.5 3.6 3.9 5.4 6.4 13.0 21.6 29.4 27.6 40.9 75.3

26 1.8 2.1 3.0 3.3 4.7 5.6 11.3 19.2 26.3 24.6 36.2 67.8

28 1.4 1.7 2.6 2.9 4.0 5.0 10.0 17.2 23.9 22.1 32.0 61.2

30 1.1 1.3 2.1 2.4 3.5 4.4 9.1 15.9 21.5 29.4 55.0

32 0.9 1.1 1.8 2.2 3.2 3.8 8.1 14.2 19.5 26.5 50.5

34 1.5 1.8 2.7 3.2 7.3 12.9 17.9 23.7 46.0

36 2.2 2.7 6.4 11.7 16.5 21.9 42.6

38 1.7 2.5 5.7 10.9 15.2 20.1 38.8

40 1.3 2.1 5.2 10.0 13.8 36.1

42 1.1 4.5 9.0 12.6 33.5

44 4.1 8.1 11.5 31.0

46 3.4 7.6 10.6 28.5

48 3.0 6.8 9.6 26.3

50 2.4 6.1 8.7 24.1

52 1.7 5.6 7.8 22.3

54 4.8 7.1 20.5

56 4.4 6.3 18.7

58 4.0 16.8

60 3.5 15.1

62 2.7 13.3

64 11.8

66 10.3
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

2 － 1 －(10)

規格の改定

（水産庁準拠）

2 － 1 －(11)

2 － 2 － 9

６）ラフテレーンクレーン
（１）作業形態と諸元

ｱ ｳ ﾄ ﾘ ｶ ﾞ ｰ 最大ﾌﾞｰﾑ ブーム支点クレーン規格 台 船 規 格 幅 (Ｂ)
位置（Ｉ） 長 さ 高さ（Ｈ）

(油) 16ｔ吊 2.6ｍ 24.1ｍ 鋼 100ｔ積 7.0ｍ

〃 20 〃 3.1〃 30.5〃 〃 200 〃 10.0〃

〃 25 〃 3.4〃 29.8〃 〃 300 〃 11.0〃

〃 35 〃 3.6〃 29.2〃 2.5ｍ 〃 400 〃 12.0〃

〃 45 〃 3.9〃 39.0〃 〃 500 〃 13.0〃

〃 50 〃 4.0〃 39.7〃 〃 700 〃 15.0〃

〃 60 〃 4.4〃 45.5〃 〃 1,000 〃 16.0〃

〃 70 〃 4.9〃 43.5〃 2.7〃 〃 1,500 〃 17.0〃

〃 2,000 〃 18.0〃

（２）実吊荷重
ラフテレーンクレーン：作業半径と実吊荷重（ｔ）

作業半径 ク レ ー ン 規 格 （ｔ吊）

(ｍ) 16 20 25 35 45 50 60 70

3 15.8 19.7 24.7 34.6 44.5 49.2 56.0 63.0

4 12.3 18.2 22.7 27.1 36.5 36.5 45.5 52.0

5 10.1 13.9 19.1 22.0 29.8 29.8 38.1 41.1

6 8.5 11.8 16.0 18.3 24.7 24.7 32.1 33.3

7 6.7 9.9 12.4 14.5 20.4 20.3 26.3 27.7

8 5.2 7.8 10.4 12.5 17.2 17.2 21.2 23.6

9 4.2 6.3 8.3 10.2 14.8 14.8 17.2 17.6

10 3.4 5.1 6.9 8.3 12.8 12.1 14.1 14.2

12 2.4 3.8 5.3 6.4 8.9 8.5 10.0 10.2

14 1.9 2.8 4.0 4.8 7.0 6.8 8.0 8.1

16 1.4 2.2 3.3 3.9 5.5 5.2 6.3 6.4

18 1.0 1.7 2.6 3.1 4.3 4.0 5.3 5.1

20 0.7 1.3 2.1 2.3 3.8 3.0 4.4 4.1

22 1.0 1.7 1.7 3.0 2.3 3.2 3.2

24 0.7 1.3 1.3 2.3 1.6 2.5 2.5

26 0.5 1.1 1.0 1.8 1.0 1.9 1.9

28 0.3 1.4 1.5 1.5

30 1.0 0.9 1.1

32 0.7 0.9 0.7

34 0.4 0.6 0.4

６）ラフテレーンクレーン
（１）作業形態と諸元

ｱ ｳ ﾄ ﾘ ｶ ﾞ ｰ 最大ﾌﾞｰﾑ ブーム支点クレーン規格 台 船 規 格 幅 (Ｂ)
位置（Ｉ） 長 さ 高さ（Ｈ）

(油) 16ｔ吊 2.6ｍ 24.1ｍ 鋼 100ｔ積 7.0ｍ

〃 20 〃 3.1〃 30.5〃 〃 200 〃 10.0〃

〃 25 〃 3.4〃 29.8〃 〃 300 〃 11.0〃
2.5ｍ

〃 35 〃 3.6〃 29.2〃 〃 400 〃 12.0〃

〃 45 〃 3.9〃 39.0〃 〃 500 〃 13.0〃

〃 50 〃 4.0〃 39.7〃 〃 700 〃 15.0〃

〃 1,000 〃 16.0〃

〃 1,500 〃 17.0〃

〃 2,000 〃 18.0〃

（２）実吊荷重
ラフテレーンクレーン：作業半径と実吊荷重（ｔ）

作業半径 ク レ ー ン 規 格 （ｔ吊）

(ｍ) 16 20 25 35 45 50

3 15.8 19.7 24.7 34.6 44.5 49.2

4 12.3 18.2 22.7 27.1 36.5 36.5

5 10.1 13.9 19.1 22.0 29.8 29.8

6 8.5 11.8 16.0 18.3 24.7 24.7

7 6.7 9.9 12.4 14.5 20.4 20.3

8 5.2 7.8 10.4 12.5 17.2 17.2

9 4.2 6.3 8.3 10.2 14.8 14.8

10 3.4 5.1 6.9 8.3 12.8 12.1

12 2.4 3.8 5.3 6.4 8.9 8.5

14 1.9 2.8 4.0 4.8 7.0 6.8

16 1.4 2.2 3.3 3.9 5.5 5.2

18 1.0 1.7 2.6 3.1 4.3 4.0

20 0.7 1.3 2.1 2.3 3.8 3.0

22 1.0 1.7 1.7 3.0 2.3

24 0.7 1.3 1.3 2.3 1.6

26 0.5 1.1 1.0 1.8 1.0

28 0.3 1.4

30 1.0

32 0.7

34 0.4
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掲 載 頁 新 旧 摘要

2 － 2 － 4

規格の修正

（水産庁準拠）

内訳の整理

2 － 2 － 9

２節 間接工事費
２ 共通仮設費
２－３ 運 搬 費
２－３－３ 積算方法

(４) 賃料適用のトラッククレーン（油圧伸縮ジブ型80t吊以上）およびクローラクレーン（油圧駆動式ウインチ・
ラチスジブ型50t吊以上）の分解組立時にかかる本体賃料および運搬中の本体賃料

２－１１ 現場環境改善費

２－１１－４ 現場環境改善の特記仕様書例
特記仕様書（Ａ）案～（現場環境改善の実施内容を受注者に選択させる場合）
現場環境改善について

２．現場環境改善の内容については、以下に準じて５項目を基本とし実施すること。

項目 率 計 算 項 目 の 内 訳

仮設関係 垂れ幕（横断幕）、工事看板（説明板・案内板・ＰＲ看板）、緑化・花壇（椅子・ベンチ含
む）、ライトアップ

安全関係 器具美装化｛バリケード、転落防止柵（足場・安全ネット）、工事標識、安全標識、照明、
安全機器（カラーコーン・回転灯）、安全具（救命胴衣・救命浮環・ヘルメット・安全靴・
安全帯・消火器）｝、清掃費、熱中症予防、防寒対策

営繕関係 設備美装化（現場事務所・現場休憩所・作業員宿舎）、インフォメーション施設の設置およ
び管理運営、行事の開催

役務関係 率計算項目なし

防災・危機 防災訓練（地震・台風等の自然災害に対する訓練）に使用する作業船・重機の燃料費、回航
管理関係 えい航・運搬費、資機材の費用

担い手 現場見学会の開催・見学用設備、パンフレット・工法説明ビデオ、出張講座の資料作成
育成関係

２節 間接工事費
２ 共通仮設費
２－３ 運 搬 費
２－３－３ 積算方法

(４) 賃料適用のトラッククレーン（油圧伸縮ジブ型80t吊以上）およびクローラクレーン（油圧駆動式ウインチ・
ラチスジブ型35t吊以上）の分解組立時にかかる本体賃料および運搬中の本体賃料

２－１１ 現場環境改善費

２－１１－４ 現場環境改善の特記仕様書例
特記仕様書（Ａ）案～（現場環境改善の実施内容を受注者に選択させる場合）
現場環境改善について

２．現場環境改善の内容については、以下に準じて５項目を基本とし実施すること。

項目 率 計 算 項 目 の 内 訳

仮設関係 垂れ幕（横断幕）、工事看板（説明板・案内板・ＰＲ看板）、緑化・花壇（椅子・ベンチ含
む）、ライトアップ、見学用設備

安全関係 器具美装化｛バリケード、転落防止柵（足場・安全ネット）、工事標識、安全標識、照明、
安全機器（カラーコーン・回転灯）、安全具（救命胴衣・安全浮環・ヘルメット・安全靴・
安全帯・消火器）｝、清掃費、熱中症予防、防寒対策

営繕関係 設備美装化（現場事務所・現場休憩所・作業員宿舎）、インフォメーション施設の設置およ
び管理運営、パンフレット、見学会、行事の開催

役務関係 率計算項目なし

防災・危機 防災訓練（地震・台風等の自然災害に対する訓練）に使用する作業船・重機の燃料費、回航
管理関係 えい航・運搬費、資機材の費用

担い手 現場見学会の開催・見学用設備、パンフレット・工法説明ビデオ、出張講座の資料作成
育成関係
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

3 － 1 － 1

適用除外の追記

（水産庁準拠）

3 － 2 － 1

3 － 3 － 1

3 － 4 － 1

3 － 5 － 1

3 － 6 － 1

3 － 6 － 7

実態に合わせた

取扱いの改定

（建設部準拠）

語句の修正

第３章 直接工事費の施工歩掛
１節 魚礁工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

魚類の生息場、漁場となる魚礁の製作、組立、運搬・沈設する工事の施工に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。

２節 増殖場工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

水産基盤整備事業(漁場)において、増養殖場造成事業及びこれに類する事業の着定基質製作、組立、
運搬・設置する工事、石材着定基質の投入・均しに適用する。

ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで
きる。
なお、産卵礁造成工事は、「４節 産卵礁工」による。

３節 産卵礁工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

水産基盤整備事業(漁場)において、増養殖場造成事業の産卵礁を製作、組立、運搬、設置する工事の
施工に適用する。

ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで
きる。
なお、産卵礁下面に石材を敷設する場合は、「３節 増殖場工、６ 石材着定基質工－石材着定基質

敷設」を適用する。

４節 人工干潟（アサリ礁造成）〔参考歩掛〕
１ 総 則
１－１ 適用範囲

この積算基準は、ポンプ浚渫船を利用して造成する人工干潟（アサリ礁造成）のうち湖沼内及び静穏な海域の現場
条件で行う工法に適用するため、暫定的に定めた積算基準で、これにより積算する場合は施工条件等を十分勘案しな
ければならない。

ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで
きる。

５節 魚礁構造物撤去移設工〔参考歩掛〕
１ 総 則
１－１ 適用範囲

魚礁構造物の撤去引上げ・再設置をする工事に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。

６節 仮設工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

漁場関係構造物の仮設に係わる工事に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。

４ 防寒費の積算について工
コンクリート工事における防寒費については次により処理すること。

（１）防寒費の対象となる工事
防寒費の対象となる工事は、コンクリート養生の工程が日平均気温４℃を下回る構造物を有する工事とする。

（２）防寒費の計上
ａ 防寒費の計上は、過去３０年間の気象データから日平均気温が４℃を下回る日及び月毎の平均気温を定めた、

「付属資料－２ １．防寒開始日早見表及び月毎平均気温早見表」により防寒開始日以降について積算するこ
と。

ｂ 当初設計における平均気温の設定にあたっては、「月毎平均気温早見表」によること。なお、養生期間が複数
の月に跨がる場合は、それら複数月の平均気温の平均とする。

（３）防寒費の設計変更
ａ 「付属資料－２ １．防寒開始日早見表」から選定された防寒開始日から日平均気温が４℃を下回る日が前

後１０日以上乖離した場合は、実際の防寒養生、防寒囲いを開始した日に合わせて設計変更をすること。
ｂ 防寒費の計上が必要な構造物については、受注者から提出された工程表（ネットワーク等）で工事着手前に

養生の工程を確認して、防寒養生、防寒囲いの施工の有無について協議を行い、必要に応じて設計変更を行う
こと。

ｃ 「付属資料－２ １．防寒開始日早見表」により当初設計において防寒費を計上しない場合で、妥当な工程
により施工し実際に防寒が必要となった場合は、設計変更により防寒費を計上することができる。

第３章 直接工事費の施工歩掛
１節 魚礁工

１ 総 則
１－１ 適用範囲

魚類の生息場、漁場となる魚礁の製作、組立、運搬・沈設する工事の施工に適用する。

２節 増殖場工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

水産基盤整備事業(漁場)において、増養殖場造成事業及びこれに類する事業の着定基質製作、組立、運
搬・設置する工事、石材着定基質の投入・均しに適用する。

なお、産卵礁造成工事は、「４節 産卵礁工」による。

３節 産卵礁工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

水産基盤整備事業(漁場)において、増養殖場造成事業の産卵礁を製作、組立、運搬、設置する工事の施
工に適用する。

なお、産卵礁下面に石材を敷設する場合は、「３節 増殖場工、６ 石材着定基質工－石材着定基質敷
設」を適用する。

４節 人工干潟（アサリ礁造成）〔参考歩掛〕
１ 総 則
１－１ 適用範囲

この積算基準は、ポンプ浚渫船を利用して造成する人工干潟（アサリ礁造成）のうち湖沼内及び静穏な海域の現場条
件で行う工法に適用するため、暫定的に定めた積算基準で、これにより積算する場合は施工条件等を十分勘案しなけれ
ばならない。

５節 魚礁構造物撤去移設工〔参考歩掛〕
１ 総 則
１－１ 適用範囲

魚礁構造物の撤去引上げ・再設置をする工事に適用する。

６節 仮設工
１ 総 則
１－１ 適用範囲

漁場関係構造物の仮設に係わる工事に適用する。

４ 防寒費の積算について工
コンクリート工事における防寒費については次により処理すること。

（１）防寒費の対象となる工事
防寒費の対象となる工事は、コンクリート養生の工程が日平均気温４℃を下回る構造物を有する工事とする。

（２）防寒費の計上
防寒費の計上は、日平均気温が４℃を下回る日を定めた、「付属資料－２ １．防寒開始日早見表」により防寒開

始日以降について積算すること。
（３）防寒費の設計変更

ａ 「付属資料－２ １．防寒開始日早見表」から選定された防寒開始日から日平均気温が４℃を下回る日が前後
１０日以上乖離した場合は、実際の防寒養生、防寒囲いを開始した日に合わせて設計変更をすること。

ｂ 防寒費の計上が必要な構造物については、請負業者から提出された工程表（ネットワーク等）で工事着手前
に養生の工程を確認して、防寒養生、防寒囲いの施工の有無について協議を行い、必要に応じて設計変更を行う
こと。

ｃ 「付属資料－２ １．防寒開始日早見表」により当初設計において防寒費を計上しない場合で、妥当な工程に
より施工し実際に防寒が必要となった場合は、設計変更により防寒費を計上することができる。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

語句の修正

実態に合わせた取

扱いの改定

（建設部準拠）

3 － 6 － 8

実態に合わせた取

扱いの改定

国土交通省基準書

に合わせた改定

実態に合わせた取

扱いの改定

ｄ 企業努力により施工時期が短縮され防寒養生・防寒囲いを施工しなかった場合は、設計変更の対象としない。

ｅ 受注者の責に帰する事由により施工時期の遅延が生じたことにより、防寒養生・防寒囲いが必要となった場合

は、その超過部分についての防寒費用は、設計変更の対象とならない。

なお、この項目を適用する場合は、設計図書に「条件明示」すること。（この特記の記載のないものについて

は本項は適用されない）

ｆ 妥当な工程により施工した結果、当初設計において設定した平均気温と現地の平均気温が異なる場合は、現地

の気温計測結果を確認の上、必要に応じて設計変更すること。

４－３ 雪寒仮囲い

４－３－１ 適用基準

（省略）

４－３－２ 施工概要

（１）施工フロー

（標準施工フロー 省略）

（２）施工歩掛補正

仮囲い内の作業は、冬期歩掛労務補正の割増率を１／３に補正して適用するものとする。

なお、仮囲いの設置・撤去作業には１／３の補正は適用しない。

４－３－３ 仮囲いタイプ及び機種の選定

（１）仮囲いタイプの選定
（省略）

（２）機種の選定
機械運転単価表 追加

機 械 名 規 格 指 定 事 項 摘 要

バ ッ ク ホ ウ 標準型・クレーン機能付き 【設置・撤去共通】

（ ク ロ ー ラ 型 ） 排出ガス対策型（第３次基 運転労務数量→0.25

準値）山積0.8m3(平積0.6m3) 燃料消費量→18

吊能力2.9t 機械賃料数量→1.02

ｄ 企業努力により施工時期が短縮され防寒養生・防寒囲いを施工しなかった場合は、設計変更の対象としない。

ｅ 請負人の責に帰する事由により施工時期の遅延が生じたことにより、防寒養生・防寒囲いが必要となった場

合は、その超過部分についての防寒費用は、設計変更の対象とならない。

なお、この項目を適用する場合は、設計図書に「条件明示」すること。（この特記の記載のないものについ

ては本項は適用されない）

４－３ 雪寒仮囲い

４－３－１ 適用基準

（省略）

４－３－２ 施工概要

（標準施工フロー 省略）

４－３－３ 仮囲いタイプ及び機種の選定
（１）仮囲いタイプの選定

（省略）
（２）機種の選定

（省略）
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

3 － 6 － 12

実態に合わせた取

扱いの改定

（建設部準拠）

４－４ 雪寒仮囲い（大型屋根）

４－４－１ 適用基準

本資料は、次の場合に適用する。

（１）仮囲い屋根の短辺(水平長)が12ｍを超える場合の雪寒仮囲い

（２）雪寒仮囲いの足場をコンクリート打設足場と兼用できない場合で、別途計上した足場工を防寒養生用の足場と

して使用する場合に適用する「養生シート囲いの設置・撤去」

４－４－２ 雪寒仮囲い（大型屋根）歩掛

Ｐタイプ、Ｗタイプ、ＰＷタイプに関わらず、屋根部の短辺(水平長)が12ｍを超える場合は、見積により積算すること

とする。見積にあたっては、施工条件（コンクリートをクレーン打設する場合は、屋根を開閉できる必要があること等）

を考慮の上行うこと。また、雪寒仮囲いの構造計算にも注意すること。

シート囲い設置・撤去歩掛 施工単価コード Ｊ２０３２４

（１００㎡当たり）

名 称 規 格 単位 数 量

土 木 一 般 世 話 役 人 ０．４７

普 通 作 業 員 人 １．６

諸 雑 費 率 ％ ８４

注）１ 諸雑費は、養生シート、結束材、パッキン等の仮囲い仮設材等の費用であり、労務費の合計額に上表の
率を乗じた金額を計上する。

４－５ 防寒養生

４－５－１ 適用基準

（１）～（３） 略

（４）削除

注）（２）に係るコンクリート防寒養生費の取り扱い

代価表（歩掛）に特別の定めがある場合を除き、コンクリート打設で防寒養生を計上する場合は、一般養生分

として１０m3当り 普通作業員×０．０１ の費用を控除する。

４－５－２ 防寒養生歩掛

（１）施工歩掛

ア 防寒養生費（仮囲い内ジェットヒータ養生）

仮囲い内でのジェットヒータによる防寒養生歩掛は、次表とする。 施工単価コード Ｊ２０３２６

表２.１ 防寒養生歩掛（ジェットヒータ養生） （１㎡当り）

数 量
名 称 規 格 単位

無筋構造物 鉄筋構造物
0 ℃ 未 満 0 ℃ 未 満

0℃以上 -5℃未満 0℃以上 -5℃未満
-5℃以上 -5℃以上

普 通 作 業 員 人 0.04 0.06 0.07 0.08 0.11 0.13

ジェットヒータ 126MJ/h
運 転

（30,100cal/Ｈ）
時間 2.0 2.4 2.8 2.1 3.6 5.2

ディーゼルエンジン駆動
発 動 発 電 機

運 転 2.7/3kVA

注）１ ジェットヒーターは賃料とする。
２ 積算対象数量は、雪寒仮囲い面積を用いる。
３ 温度は、養生期間における平均気温とし、詳細は「４－２ コンクリート防寒費の積算について」によ

る。

４－４ 防寒養生

４－４－１ 適用基準

（１）～（３） 略

（４）小型構造物（コンクリート体積が40m3未満の無筋・鉄筋構造物）については、「４－５ 小型構造物防寒

工」を適用すること。

注）（２）に係るコンクリート防寒養生費の取り扱い

代価表（歩掛）に特別の定めがある場合を除き、コンクリート打設で防寒養生を計上する場合は、一般養生分

として１０m3当り 普通作業員×０．０１ の費用を控除する。

４－４－２ 防寒養生歩掛

（１）機種の選定

機種、規格は、次表を標準とする。
表２.１ 機種の選定

機 種 規 格

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ １２６ＭＪ/h （30,100kcal）

発 動 発 電 機 ディーゼルエンジン駆動定格容量(50/60Hz)2.7/3kVA

（２）施工歩掛

ア 防寒養生費（仮囲い内ジェットヒータ養生）

仮囲い内でのジェットヒータによる防寒養生歩掛は、次表とする。 施工単価コード Ｊ２０３２６

表２.２ 防寒養生歩掛（ジェットヒータ養生） （１０ｍ3当り）

数 量
名 称 規 格 単位

無 筋 構 造 物 鉄 筋 構 造 物

普 通 作 業 員 人 0.15 0.14

業 務 用 可 搬 型 油だき・熱風・直火型
[ ジ ェ ッ ト ヒ ー タ ] 熱出力126MJ/h（30,100cal/ 日 1.6 1.8

Ｈ）
運転

油種 灯油

ディーゼルエンジン駆動
発 動 発 電 機 運 転 〃 1.6 1.8

定格容量(50/60Hz)2.7/3kVA

注）１ ジェットヒーターは賃料とする。
２ 養生のための囲い、足場は、別途計上する。
３ 防寒養生の労務費・諸雑費は、防寒囲い設置・撤去歩掛に含まれている。
４ 積算対象数量は、コンクリート体積とする。ただし、ブロック積（張）については、（面積）×（厚
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

実態に合わせた取

扱いの改定

（建設部準拠）

3 － 6 － 13
（２）機械運転単価表

（１時間当たり）

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ
126MJ/h(30,100Kcal)

発 動 発 電 機
名 称 単位 無筋構造物 鉄筋構造物 ディーゼルエンジン駆動

2.7/3kVA
0℃以上 0℃未満 -5℃未満 0℃以上 0℃未満 -5℃未満

-5℃以上 -5℃以上

 灯 油 ℓ 2.3 3.1 3.9 3.1 3.2 3.4

 軽 油 ℓ 0.49

損 料 供用 0.147
日

賃 料 供用 0.15
日

（注）損料は３交代制の補正を行う。

（３）運転時間

ジェットヒータによる防寒養生に要する施工機械運転日当たり運転時間は、次表とする。

表２.３ 施工機械運転日当り運転時間 （ｈ／日）

名 称 無筋構造物 鉄筋構造物

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ 運 転
および １８.５ １５.２

発 動 発 電 機 運 転

 注）１ ジェットヒータの運転時間当たり燃料消費量は、灯油３.６／ｈとする。

（４）機械運転単価表
（１日当たり）

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ 発 動 発 電 機
126MJ/h(30,100Kcal) ディーゼルエンジン駆動

名 称 単位 定格容量(50/60Hz)2.7/3kVA 摘 要
無 筋 鉄 筋 ﾌﾞ ﾛ ｯ ｸ 無 筋 鉄 筋 ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ
構造物 構造物 積(張) 構造物 構造物 積(張)

 灯 油 ℓ 66.6 54.72 72.36 表２.３(注)

 軽 油 ℓ 10.73 8.816 11.66 時間当り燃料消費率×運転時間
損 料 供用 － － － 1.176 1.176 1.176日
賃 料 供用 1.20 1.20 1.20 － － －日

５ 小型構造物防寒
５－１ 適用基準
（１）本資料は、小型構造物（コンクリート体積が40m3未満の無筋・鉄筋構造物）に適用する。
（２）「３ 雪寒仮囲い」を適用した場合は、本歩掛は適用できない。
（３）ジェットヒーターによるコンクリート養生を標準とする。

５－２ 小型構造物防寒養生（ジェットヒータ養生）
（１）機種の選定

機種、規格は、表２.１ 機種の選定を標準とする。

（２）施工歩掛
仮囲い内でのジェットヒータによる小型構造物防寒養生歩掛は、次表とする

表２.４ 小型構造物防寒養生歩掛（ジェットヒータ養生） （１０ｍ3当たり）

名 称 単位 小 型 構 造 物

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ
ｈ １５７

運 転

発 動 発 電 機 運 転 ｈ １５７

注）１ ジェットヒーターは賃料とする。
１ 積算対象数量は、コンクリート体積とする。
３ 無筋・鉄筋構造物のコンクリート体積が４０m3未満の場合に適用する。

（３）運転時間
ジェットヒータによる小型構造物防寒養生に要する施工機械運転日当たり運転時間は、次表とする。
表２.５ 小型構造物防寒養生に要する施工機械運転日当り運転時間（ジェットヒータ養生） （ｈ／日）

名 称 小 型 構 造 物

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ ー 運 転
２０.１

発 動 発 電 機

 注）１ ジェットヒータの運転時間当たり燃料消費量は、灯油３.６／ｈとする。

（４）機械運転単価表

ジェットヒータ運転１時間当り単価表 （１ｈ当たり）

ジ ェ ッ ト ヒ ー タ 発 動 発 電 機
名称 126MJ/h(30,100Kcal) ディーゼルエンジン駆動

定格容量(50/60z)2.7/3kVA

 灯 油 ３ . ６ 表２.４(注)

時間当り燃料消費率
 軽 油 ０．４９

×機関出力

損 料 日 ０．０５ ｌ／表２．４
４

賃 料 日 ０ .０ ６ ｌ／表２．４
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

3 － 6 － 19

月平均気温を追加

付属資料－２

防寒開始日早見表及び月毎平均気温早見表、除雪数値表（参考 沿
海地域のみ）

１．防寒開始日早見表及び月毎平均気温早見表

振 興 局 市 町 村 名 防 寒 開 始 日 平 均 気 温 (℃ )

1 1月 1 2月 1月 2月 3月

石 狩 石 狩 市 １ １ 月 １ ６ 日 4. 5 - 1 . 4 - 3 . 9 - 3 . 6 0 . 0

後 志 小 樽 市 １ １ 月 １ ９ 日 4. 9 - 1 . 1 - 3 . 1 - 2 . 7 0 . 8

余 市 町 １ １ 月 １ ６ 日 4. 2 - 1 . 9 - 3 . 8 - 3 . 3 0 . 4

積 丹 町 １ １ 月 １ ４ 日 3. 6 - 2 . 2 - 4 . 0 - 3 . 5 - 0 . 1

神 恵 内 村 １ １ 月 ２ ３ 日 5. 9 - 0 . 2 - 2 . 3 - 1 . 9 1 . 4

泊 村 １ １ 月 ２ １ 日 5. 4 - 0 . 7 - 2 . 9 - 2 . 5 1 . 0

共 和 町 １ １ 月 １ ９ 日 4. 8 - 1 . 1 - 3 . 4 - 3 . 0 0 . 5

岩 内 町 １ １ 月 １ ６ 日 4. 2 - 1 . 6 - 3 . 8 - 3 . 4 0 . 2

蘭 越 町 １ １ 月 １ ４ 日 3. 6 - 2 . 1 - 4 . 2 - 3 . 7 - 0 . 2

寿 都 町 １ １ 月 ２ ２ 日 5. 6 - 0 . 3 - 2 . 3 - 1 . 9 1 . 2

島 牧 村 １ １ 月 ２ ２ 日 4. 7 - 1 . 1 - 3 . 2 - 2 . 7 0 . 6

古 平 町 １ １ 月 １ ８ 日 4. 6 - 1 . 4 - 3 . 4 - 2 . 9 0 . 6

渡 島 函 館 市 １ １ 月 ２ ４ 日 6. 0 - 0 . 1 - 2 . 4 - 1 . 9 1 . 7

木 古 内 町 １ １ 月 ２ ３ 日 5. 6 - 0 . 2 - 2 . 3 - 1 . 8 1 . 5

知 内 町 １ １ 月 ２ ３ 日 5. 6 - 0 . 2 - 2 . 3 - 1 . 8 1 . 5

福 島 町 １ ２ 月 ３ 日 7. 8 1 . 9 - 0 . 5 - 0 . 1 3 . 0

松 前 町 １ ２ 月 ３ 日 7. 8 1 . 9 - 0 . 5 - 0 . 1 3 . 0

長 万 部 町 １ １ 月 １ ６ 日 4. 1 - 1 . 9 - 4 . 1 - 3 . 6 0 . 0

森 町 １ １ 月 １ ７ 日 4. 7 - 1 . 4 - 3 . 7 - 3 . 2 0 . 7

鹿 部 町 １ １ 月 ２ ０ 日 5. 4 - 0 . 8 - 3 . 1 - 2 . 6 1 . 2

八 雲 町 １ １ 月 ２ ２ 日 5. 5 - 0 . 5 - 2 . 7 - 2 . 1 1 . 3

北 斗 市 １ １ 月 １ ９ 日 5. 0 - 1 . 2 - 3 . 5 - 2 . 9 0 . 9

檜 山 上 ノ 国 町 １ １ 月 ２ ７ 日 6. 4 0 . 5 - 1 . 8 - 1 . 3 2 . 0

江 差 町 １ ２ 月 １ 日 7. 5 1 . 6 - 0 . 6 - 0 . 2 2 . 9

乙 部 町 １ １ 月 ２ ４ 日 5. 8 - 0 . 1 - 2 . 3 - 1 . 8 1 . 6

せ た な 町 １ １ 月 ２ ５ 日 6. 1 0 . 3 - 1 . 9 - 1 . 4 1 . 7

奥 尻 町 １ １ 月 ３ ０ 日 7. 6 1 . 7 - 0 . 4 - 0 . 2 3 . 0

胆 振 む か わ 町 １ １ 月 １ ２ 日 3. 1 - 3 . 9 - 7 . 1 - 6 . 2 - 1 . 0

厚 真 町 １ １ 月 １ ３ 日 3. 4 - 3 . 7 - 6 . 7 - 5 . 9 - 0 . 9

苫 小 牧 市 １ １ 月 １ ９ 日 4. 9 - 1 . 2 - 3 . 6 - 3 . 2 0 . 5

白 老 町 １ １ 月 １ ５ 日 3. 9 - 2 . 1 - 4 . 4 - 4 . 0 - 0 . 4

登 別 市 １ １ 月 １ ６ 日 4. 2 - 1 . 9 - 4 . 1 - 3 . 8 - 0 . 4

室 蘭 市 １ １ 月 ２ ６ 日 6. 4 0 . 5 - 1 . 8 - 1 . 6 1 . 4

伊 達 市 １ １ 月 １ ４ 日 3. 4 - 2 . 6 - 5 . 1 - 4 . 6 - 0 . 7

豊 浦 町 １ １ 月 １ ６ 日 4. 1 - 1 . 8 - 4 . 0 - 3 . 6 0 . 0

日 高 え り も 町 １ １ 月 ２ ９ 日 6. 8 1 . 0 - 1 . 8 - 2 . 2 0 . 1

様 似 町 １ １ 月 ２ ３ 日 5. 5 - 0 . 7 - 3 . 5 - 3 . 3 0 . 0

浦 河 町 １ １ 月 １ ８ 日 4. 6 - 1 . 7 - 4 . 5 - 3 . 9 - 0 . 2

新 ひ だ か 町 １ １ 月 １ ９ 日 4. 8 - 1 . 3 - 4 . 0 - 3 . 6 0 . 3

新 冠 町 １ １ 月 １ １ 日 2. 6 - 4 . 2 - 7 . 1 - 6 . 1 - 0 . 9

日 高 町 １ １ 月 １ ３ 日 3. 2 - 3 . 5 - 6 . 3 - 5 . 6 - 1 . 0

付属資料－２

防寒開始日早見表、除雪数値表（参考 沿海地域のみ）
１．防寒開始日早見表

(総合) (総合)
振 振
興 市町村名 防寒開始日 興 市町村名 防寒開始日
局 局

石 石狩市 （１１月１６日） 天塩町 （１１月１４日）

狩 遠別町 （１１月１３日）

小樽市 （１１月１９日） 留 初山別村 （１１月１６日）

余市町 （１１月１６日） 羽幌町 （１１月１７日）

後 古平町 （１１月１８日） 羽幌町焼尻 （１１月１９日）

積丹町 （１１月１４日） 萌 羽幌町天売 （１１月１９日）

志 神恵内村 （１１月２３日） 苫前町 （１１月１１日）

泊村 （１１月２１日） 小平町 （１１月１１日）

共和町 （１１月１９日） 留萌市 （１１月１３日）

岩内町 （１１月１６日） 増毛町 （１１月１９日）

蘭越町 （１１月１４日） 稚内市 （１１月１２日）

寿都町 （１１月２２日） 宗 豊富町 （１１月１１日）

島牧村 （１１月２２日） 猿払村 （１１月 ９日）

函館市 （１１月２４日） 谷 浜頓別町 （１１月１０日）

木古内町 （１１月２３日） 枝幸町 （１１月１０日）

渡 知内町 （１１月２３日） 礼文町 （１１月１４日）

福島町 （１２月 ３日） 利尻町 （１１月１５日）

島 松前町 （１２月 ３日） 利尻富士町 （１１月１５日）

八雲町 （１１月２２日） 幌延町 （１１月１０日）

長万部町 （１１月１６日） 網走市 （１１月１５日）

森町 （１１月１７日） オ 斜里町 （１１月１４日）

鹿部町 （１１月２０日） ホ 小清水町 （１１月１２日）

北斗市 （１１月１９日） ー 佐呂間町 （１１月 ９日）

上ノ国町 （１１月２７日） ツ 湧別町 （１１月１２日）

桧 江差町 （１２月 １日） ク 紋別市 （１１月１４日）

乙部町 （１１月２４日） 興部町 （１１月１１日）

山 せたな町 （１１月２５日） 雄武町 （１１月１２日）

奥尻町 （１１月３０日） 十 大樹町 （１１月１１日）

むかわ町 （１１月１２日） 浦幌町 （１１月１３日）

厚真町 （１１月１３日） 勝 豊頃町 （１１月１３日）

胆 苫小牧市 （１１月１９日） 広尾町 （１１月２１日）

白老町 （１１月１５日） 釧路市 （１１月１２日）

振 登別市 （１１月１６日） 釧 釧路町 （１１月１８日）

室蘭市 （１１月２６日） 白糠町 （１１月１３日）

伊達市 （１１月１４日） 路 厚岸町 （１１月１４日）

豊浦町 （１１月１６日） 浜中町 （１１月１５日）

えりも町 （１１月２９日） 根 根室市 （１１月２０日）

日 様似町 （１１月２３日） 別海町 （１１月１２日）

浦河町 （１１月１８日） 室 標津町 （１１月１５日）

高 新ひだか町 （１１月１９日） 羅臼町 （１１月１６日）

新冠町 （１１月１１日）

日高町 （１１月１３日）
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

月平均気温を追加振 興 局 市 町 村 名 防 寒 開 始 日 平 均 気 温 (℃ )

1 1月 1 2月 1月 2月 3月

留 萌 天 塩 町 １ １ 月 １ ４ 日 3. 5 - 2 . 5 - 5 . 4 - 5 . 3 - 1 . 4

遠 別 町 １ １ 月 １ ３ 日 3. 4 - 2 . 8 - 5 . 8 - 5 . 6 - 1 . 4

初 山 別 村 １ １ 月 １ ６ 日 4. 2 - 1 . 8 - 4 . 6 - 4 . 4 - 0 . 6

羽 幌 町 １ １ 月 １ ７ 日 4. 4 - 1 . 7 - 4 . 3 - 4 . 0 - 0 . 1

羽 幌 町 焼 尻 １ １ 月 １ ９ 日 4. 9 - 1 . 2 - 3 . 3 - 3 . 1 0 . 3

羽 幌 町 天 売 １ １ 月 １ ９ 日 4. 9 - 1 . 2 - 3 . 3 - 3 . 1 0 . 3

苫 前 町 １ １ 月 １ １ 日 2. 7 - 3 . 6 - 6 . 5 - 6 . 0 - 1 . 7

小 平 町 １ １ 月 １ １ 日 2. 7 - 3 . 5 - 6 . 4 - 5 . 9 - 1 . 6

留 萌 市 １ １ 月 １ ３ 日 3. 5 - 2 . 6 - 5 . 3 - 4 . 9 - 0 . 9

増 毛 町 １ １ 月 １ ９ 日 4. 9 - 1 . 0 - 3 . 3 - 3 . 0 0 . 5

宗 谷 稚 内 市 １ １ 月 １ ２ 日 3. 1 - 2 . 8 - 5 . 2 - 5 . 3 - 1 . 4

豊 富 町 １ １ 月 １ １ 日 2. 7 - 3 . 4 - 6 . 1 - 6 . 1 - 1 . 9

猿 払 村 １ １ 月 ９ 日 2. 2 - 3 . 5 - 5 . 9 - 6 . 0 - 2 . 1

浜 頓 別 町 １ １ 月 １ ０ 日 2. 4 - 3 . 8 - 6 . 3 - 6 . 3 - 2 . 0

枝 幸 町 １ １ 月 １ ０ 日 2. 4 - 4 . 1 - 6 . 9 - 6 . 8 - 2 . 2

幌 延 町 １ １ 月 １ ０ 日 2. 4 - 3 . 8 - 6 . 6 - 6 . 6 - 2 . 2

礼 文 町 １ １ 月 １ ４ 日 3. 6 - 2 . 4 - 4 . 6 - 4 . 3 - 0 . 4

利 尻 町 １ １ 月 １ ５ 日 4. 0 - 1 . 8 - 4 . 0 - 3 . 8 - 0 . 3

利 尻 富 士 町 １ １ 月 １ ５ 日 4. 0 - 1 . 8 - 4 . 0 - 3 . 8 - 0 . 3

オ ホ ー 網 走 市 １ １ 月 １ ５ 日 4. 0 - 2 . 4 - 5 . 1 - 5 . 4 - 1 . 3

ツ ク 斜 里 町 １ １ 月 １ ４ 日 3. 5 - 3 . 0 - 5 . 9 - 6 . 5 - 2 . 2

小 清 水 町 １ １ 月 １ ２ 日 3. 1 - 3 . 9 - 6 . 7 - 6 . 8 - 2 . 0

佐 呂 間 町 １ １ 月 ９ 日 2. 1 - 5 . 4 - 8 . 5 - 8 . 4 - 2 . 9

湧 別 町 １ １ 月 １ ２ 日 2. 9 - 3 . 8 - 6 . 6 - 6 . 8 - 2 . 2

紋 別 市 １ １ 月 １ ４ 日 3. 6 - 2 . 6 - 5 . 2 - 5 . 3 - 1 . 2

興 部 町 １ １ 月 １ １ 日 2. 6 - 3 . 8 - 6 . 6 - 6 . 7 - 2 . 0

雄 武 町 １ １ 月 １ ２ 日 2. 9 - 3 . 3 - 5 . 9 - 6 . 1 - 1 . 7

十 勝 大 樹 町 １ １ 月 １ １ 日 2. 7 - 5 . 3 - 8 . 8 - 7 . 8 - 2 . 2

浦 幌 町 １ １ 月 １ ３ 日 3. 2 - 4 . 0 - 6 . 9 - 5 . 8 - 0 . 7

豊 頃 町 １ １ 月 １ ３ 日 2. 6 - 4 . 6 - 8 . 1 - 7 . 2 - 1 . 6

広 尾 町 １ １ 月 ２ １ 日 5. 2 - 1 . 3 - 4 . 2 - 3 . 9 0 . 1

釧 路 釧 路 市 １ １ 月 １ ２ 日 2. 5 - 4 . 5 - 7 . 5 - 7 . 0 - 2 . 2

釧 路 町 １ １ 月 １ ８ 日 4. 6 - 1 . 6 - 4 . 5 - 4 . 7 - 1 . 5

白 糠 町 １ １ 月 １ ３ 日 3. 2 - 3 . 3 - 6 . 2 - 5 . 9 - 1 . 4

厚 岸 町 １ １ 月 １ ４ 日 3. 6 - 3 . 0 - 5 . 8 - 5 . 6 - 1 . 6

浜 中 町 １ １ 月 １ ５ 日 3. 9 - 2 . 6 - 5 . 3 - 5 . 3 - 1 . 4

根 室 根 室 市 １ １ 月 ２ ０ 日 5. 0 - 1 . 3 - 4 . 1 - 4 . 4 - 1 . 2

別 海 町 １ １ 月 １ ２ 日 2. 9 - 3 . 8 - 6 . 7 - 6 . 5 - 1 . 9

標 津 町 １ １ 月 １ ５ 日 3. 8 - 2 . 6 - 5 . 4 - 5 . 5 - 1 . 6

羅 臼 町 １ １ 月 １ ６ 日 4. 1 - 1 . 4 - 4 . 5 - 4 . 8 - 1 . 1
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

3 － 6 － 27 国土交通省基準

書に合わせた改

定

参考資料－１ 敷鉄板工

１ 適用範囲
本資料は、工事用道路等において、軟弱地盤等により工事用車輌の通行に支障がある場合の敷鉄板設置・撤去作業

に適用する。

２ 施工概要
施工フロー図は、次図を標準とする。
① 敷鉄板設置 ②敷鉄板撤去

備考１ 本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。
２ 敷鉄板設置には、位置決め、擦り付け作業等を含む。
３ 敷鉄板の接合作業は、本歩掛の対象外とする。

３ 使用機械
敷鉄板設置・撤去に使用する機械・規格は、次表を標準とする。

機械名 規格 設置 撤去

バックホウ 標準型・クレーン機能付き
（クローラ型） 排出ガス対策型 ○ ○

山積0.8ｍ3（平積0.6ｍ3）吊能力2.9ｔ

（注）１．バックホウは、賃料とする。
２．現場条件により、上表により難い場合は、別途考慮する。

４ 施工歩掛
(1) 編成人員

敷鉄板設置・撤去における日当たり編成人員は、次表を標準とする。
日当たり編成人員(人／日)

使 用 機 械 土 木 一 般 世 話 役 と び 工 普 通 作 業 員

バックホウ(クローラ型） 1 1 1

(2) 日当たり施工量
日当たり施工量(Ｄ)は、次表を標準とする。
日当たり施工量（Ｄ）

作 業 種 別 単 位 バ ッ ク ホ ウ ( ク ロ ー ラ 型 )

設置 ㎡ 656

撤去 ㎡ 701

備考 敷鉄板の溶接やガス切断等の作業が必要な場合は、別途計上する。
(3) 諸雑費率
諸雑費は、設置及び撤去における、吊金具及びワイヤーロープの費用であり、労務費、機械賃料及び運転経

費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。
諸雑費率（％）

諸雑費率 １

参考資料－１ 敷鉄板工

１ 適用範囲
本資料は、工事用道路等において、軟弱地盤等により工事用車輌の通行に支障がある場合の敷鉄板設置・撤去作業

に適用する。

２ 使用機械
敷鉄板設置・撤去作業に使用する機械は、ラフテレーンクレーン［排出ガス対策型（第一次基準値) 油圧伸縮ジブ型

２５ｔ吊］を標準とする。

３ 敷鉄板設置・撤去歩掛
敷鉄板の設置撤去歩掛は、次表を標準とする。

敷鉄板設置・撤去歩掛 （１００ｍ2当り） ［Ｊ２０３００］

適 用
名 称 規 格 単 位

設 置 撤 去

と び 工 人 （０．１） （０．１）

普 通 作 業 員 人 （０．３） （０．２）

ラフテレーンクレーン賃料 排出ガス対策型（第一次基準値） 日 （０．１） （０．１）
油圧伸縮ジブ型２５ｔ吊

計

注）使用する敷鉄板（鋼板）は、賃料とする。

４ 単価表

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要

と び 工 人

普 通 作 業 員 人

ラフテレーンクレーン賃料 排出ガス対策型（第一次基準値） 日
油圧伸縮ジブ型２５ｔ吊

雑 材 料

計

機
材
搬
入

機
材
搬
出

敷
鉄
板
設

敷
鉄
板
撤
去
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

3 － 6 － 28 語句の修正５ 単価表
1) 敷鉄板設置100㎡当たり単価表

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要

土木一般世話役 人 1×100/Ｄ (1)、(2)

と び 工 人 1×100/Ｄ 〃

普 通 作 業 員 人 1×100/Ｄ 〃

バ ッ ク ホ ウ 標準型・クレーン機能付き排出ガス (2)
（ ク ロ ー ラ 型 ） 対策型（第３次基準値）山積0.8m3 日 100/D 機械賃料
運 転 (平積0.6m3)吊能力2.9t

諸 雑 費 式 1 (3)

計

2) 敷鉄板撤去100㎡当たり単価表

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要

土木一般世話役 人 1×100/Ｄ (1)、(2)

と び 工 人 1×100/Ｄ 〃

普 通 作 業 員 人 1×100/Ｄ 〃

バ ッ ク ホ ウ 標準型・クレーン機能付き排出ガス (2)
（ ク ロ ー ラ 型 ） 対策型（第３次基準値）山積0.8m3 日 100/D 機械賃料
運 転 (平積0.運転6m3)吊能力2.9t

諸 雑 費 式 1 (3)

計

3) 敷鉄板賃料１枚当たり単価表

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要

敷 鉄 板 賃 料 枚・日 必要日数を計上

整 備 費 枚 １ 必要な場合計上

不 足 分 弁 償 金 ｔ 必要量を計上

計

4) 機械運転単価表

機 械 名 規 格 指 定 事 項 摘 要

バ ッ ク ホ ウ 標準型・クレーン機能付き 【設置・撤去共通】
（ ク ロ ー ラ 型 ） 排出ガス対策型（第３次基 運転労務数量→1.00

準値）山積0.8m3(平積0.6m3) 燃料消費量→119
吊能力2.9t 機械賃料数量→1.06
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 1 － 1 適用除外の追記

（水産庁準拠）

5 － 1 － 7

規格の改定

（水産庁準拠）

第５章 間接工事費の施工歩掛
１節 回航・えい航費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

船舶及び機械器具等の回航・えい航に要する費用の算定に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。

２ 回航
２－２ 積算条件の設定

回 航 用 引 船 と 被 回 航 船 舶 の 組 合 せ 表

被 回 航 船 舶

回航用ポンプ ﾊ゙ ｼー゙ 空気グラブ浚渫船バック起重機船杭打船ｻﾝﾄﾞ ｻﾝﾄﾞ ガット土運船土運船台船ｸﾚーﾝ付 ﾌﾛーﾃｨﾝ ｺﾝｸﾘー ﾄﾐｷｻー 船深層排砂管設備

浚渫船ｱﾝﾛ-ﾀ゙ 圧送船 ホウ ｺﾝﾊ゚ ｸ ﾄ゙ ﾚー ﾝ バージ 台船 ｸ゙ﾄ゙ｯｸ 混合

船 普通硬土 ｼｮﾝ船船 バッチｺﾝﾃｨﾆ 処理船 ﾌﾛｰﾀ 排砂管
引船 岩盤用浚渫船旋回固定 (1隻引) (2隻引) (1隻引)

地盤用盤用 式 ｱｽ式
長(ｍ) 長(ｍ)

(PS型) (PS型) (PS型)(PS型) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ吊) (ｔ吊) （型）(連装) (連装) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ積) (ｔ吊) (ｔ積) (ｍ3) (型) (ｍ2) 径(mm) 径(mm)

鋼Ｄ
350PS型 100
257kW

鋼Ｄ
450PS型 420 1.0 200
331kW

鋼Ｄ
500PS型 2.5 300 300 40
368kW

鋼Ｄ
600PS型 1,000 30 D-25 300
441kW

鋼Ｄ
800PS型1,350 1,600 3.5 3.5 500 50 25 4.5× 6.0×
588kW 1,100 560

鋼Ｄ H-65
1,000PS型 2.0 70 1,000 650 150 1,500
736kW D-45

鋼Ｄ
1,200PS型2,250 2,000 5.0 5.5 5.5 650
883kW

鋼Ｄ H-125
1,500PS型3,200 3,000 7.5 D-72 6 2,000 2,500 1.0 45
1,103kW 250 500 H-150

D-80

鋼Ｄ
2,000PS型4,000 15.0 7.5 300 12 1,300 3,200 1.5 90 2.2
1,471kW

鋼Ｄ 5.0× 6.0×
2,500PS型 11.5 1,300 1,300 660
1,839kW ～ ～

1,500 760

鋼Ｄ
3,000PS型6,000 2,500 6,000 30.0 2.5 4.6
2,207kW

鋼Ｄ
4,000PS型8,000 2,000 3 7,000 5.7
2,942kw

注）１．上記組合せ表にない大型船舶の回航用引船規格は、現場条件を考慮して決定する。

２．起重機船（固定）の2,000ｔ吊を超え3,000ｔ吊までは、引船4,000PS型と3,000PS型の２隻引き
とする。

起重機船（固定）の3,000ｔ吊を超え3,700ｔ吊までは、引船4,000PS型２隻と3,000PS型の３隻
引きとする。

３．被回航船舶等の規格範囲の表示がないものについては（まで）と読み取るものとする。

第５章 間接工事費の施工歩掛
１節 回航・えい航費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

船舶及び機械器具等の回航・えい航に要する費用の算定に適用する。

２ 回航
２－２ 積算条件の設定

回 航 用 引 船 と 被 回 航 船 舶 の 組 合 せ 表

被 回 航 船 舶

回航用ポンプ ﾊ゙ ｼー゙ 空気グラブ浚渫船バック起重機船杭打船ｻﾝﾄﾞ ｻﾝﾄﾞ ガット土運船土運船台船ｸﾚーﾝ付 ﾌﾛーﾃｨﾝ ｺﾝｸﾘー ﾄﾐｷｻー 船深層排砂管設備

浚渫船ｱﾝﾛ-ﾀ゙ 圧送船 ホウ ｺﾝﾊ゚ ｸ ﾄ゙ ﾚー ﾝ バージ 台船 ｸ゙ﾄ゙ｯｸ 混合

船 普通硬土 ｼｮﾝ船船 バッチ ｺﾝﾃｨﾆ 処理船 ﾌﾛｰﾀ 排砂管
引船 岩盤用浚渫船旋回固定 (1隻引) (2隻引) (1隻引)

地盤用盤用 式 ｱｽ式
長(ｍ) 長(ｍ)

(PS型) (PS型) (PS型)(PS型) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ吊) (ｔ吊) （型） (連装) (連装) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ積) (ｔ吊) (ｔ積) (ｍ3) (型) (ｍ2) 径(mm) 径(mm)

鋼Ｄ
350PS型 100
257kW

鋼Ｄ
450PS型 420 1.0 200
331kW

鋼Ｄ
500PS型 2.5 2.0 300 300 40
368kW

鋼Ｄ
600PS型 1,000 30 D-25 300
441kW

鋼Ｄ
800PS型1,350 1,600 5.0 3.5 3.5 70 500 50 25 4.5× 6.0×
588kW 1,100 560

鋼Ｄ H-65
1,000PS型 250 1,000 650 1,500 150 1,500
736kW D-45

鋼Ｄ
1,200PS型2,250 2,000 2,000 9.0 5.5 5.5 650
883kW

鋼Ｄ H-125 5.0× 6.0×
1,500PS型3,200 2,500 3,000 15.0 7.5 7.5 300 D-72 6 1,300 2,000 2,500 1.0 45 1,300 660
1,103kW H-150 ～ ～

D-80 1,500 760

鋼Ｄ
2,000PS型4,000 30.0 11.5 500 12 3,200 1.5 90 2.2
1,471kW

鋼Ｄ
2,500PS型 1,300
1,839kW

鋼Ｄ
3,000PS型6,000 6,000 1,200 3 4,000 2.5 4.6
2,207kW

鋼Ｄ
4,000PS型8,000 2,000 7,000 5.7
2,942kw

注）１．上記組合せ表にない大型船舶の回航用引船規格は、現場条件を考慮して決定する。

２．起重機船（固定）の2,000ｔ吊を超え3,000ｔ吊までは、引船4,000PS型と3,000PS型の２隻引きと
する。

起重機船（固定）の3,000ｔ吊を超え3,700ｔ吊までは、引船4,000PS型２隻と3,000PS型の３隻引
きとする。

３．被回航船舶等の規格範囲の表示がないものについては（まで）と読み取るものとする。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 1 － 19 規格の改定

（水産庁準拠）

３ えい航
３－２ 積算条件の設定

え い 航 用 引 船 と 被 え い 航 船 舶 の 組 合 せ 表

被 え い 航 船 舶

ポンプ ﾊ゙ ｼー゙ 空気グ ラブ浚渫 船バック 起重機船 杭打船 ｻﾝﾄﾞ ｻﾝﾄﾞ ガット 土運船台船 ｸﾚーﾝ付 ﾌﾛーﾃｨﾝ ｺﾝｸﾘー ﾄﾐｷｻー 船深層排砂管設備
えい航用浚渫船 ｱﾝﾛ-ﾀ゙ 圧送船 ホウ ｺﾝﾊ゚ ｸ ﾄ゙ ﾚー ﾝ バージ 台船 ｸ゙ﾄ゙ｯｸ 混合
引船 船 普 通硬土岩盤用浚渫船 旋回固定 ｼｮﾝ船 船 バッチ ｺﾝﾃｨﾆ 処理船 ﾌﾛｰﾀ 排砂管

地盤用盤用 式 ｱｽ式 長(ｍ) 長(ｍ)
(PS型) (PS型) (PS型)(PS型) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ吊) (ｔ吊) （型） (連装) (連装) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ積) (ｔ吊) (ｔ積) (ｍ3) (型) (ｍ2) 径(mm) 径(mm)

鋼Ｄ 4.5× 6.0×
300 1,000 1.0 D-25 100 1,100 560

350 1,350 1,600 2.0 200

H-65
450 2.5 40 300 40

D-45

500 2,000 2,000 300 25

550

H-125
600 2,250 2,500 3.5 3.5 D-72 6 50 1,300

H-150
D-80

5.0× 6.0×
800 1,000 500 150 1,500 1,300 660

～1,500 ～760

1,000 3,200 3,000 100 12 650 1,500 2,500 1.0 45

1,200 4,000 5.0 5.5 5.5 3 2,000

1,500 15.0 7.5 7.5 300 1,200 3,200 1.5 90 2.2

2,000 6,000 11.5 1,300 2.5

2,500 2,000 4.6

3,000 8,000 6,000 30.0 7,000 5.7

4,000 3,000

注）１．土運船、台船については、引船１隻で２隻までえい航できるものとする。
２．土運船をえい航する引船規格については、土運船運搬時の作業船の組合せを原則とする。
３．上記組合せ表にない大型船舶のえい航用引船規格は、現場条件を考慮して決定する。
４．被えい航船舶等の規格範囲の表示がないものについては（まで）と読み取るものとする。
５．起重機船（固定）の3,000ｔ吊を超え3,700ｔ吊までは、引船4,000PS型と4,000PS型の２隻引きとする。

３ えい航
３－２ 積算条件の設定

え い 航 用 引 船 と 被 え い 航 船 舶 の 組 合 せ 表

被 え い 航 船 舶

ポンプ ﾊ゙ ｼー゙ 空 気グラブ 浚渫船バック起重 機船杭打船 ｻﾝﾄﾞ ｻﾝﾄﾞ ガット土運船 台船 ｸﾚーﾝ付 ﾌﾛーﾃｨﾝ ｺﾝｸﾘー ﾄﾐｷｻー 船深層 排砂管設備
えい航用浚渫船 ｱﾝﾛ-ﾀ゙ 圧送船 ホ ウ ｺﾝﾊ゚ ｸ ﾄ゙ ﾚー ﾝ バージ 台船 ｸ゙ﾄ゙ｯｸ 混合
引船 船 普通硬 土岩盤用浚渫船旋回固 定 ｼｮﾝ船船 バッチ ｺﾝﾃｨﾆ 処理船 ﾌﾛｰﾀ 排砂管

地盤用盤 用 式 ｱｽ式 長(ｍ) 長(ｍ)
(PS型) (PS型) (PS型)(PS型) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ吊) (ｔ吊) （型） (連装) (連装) (ｍ3) (ｍ3) (ｔ積) (ｔ吊) (ｔ積) (ｍ3) (型) (ｍ2) 径(mm) 径(mm)

鋼Ｄ 4.5× 6.0×
300 1,000 1.0 D-25 100 1,100 560

350 1,350 1,600 2.0 200

H-65
450 2.5 40 300 40

D-45

500 2,000 2,000 300 25

550

H-125
600 2,250 2,500 5.0 3.5 3.5 D-72 6 1,300

H-150
D-80

5.0× 6.0×
800 100 1,000 500 50 1,500 1,300 660

～1,500 ～760

1,000 3,200 3,000 250 500 12 650 1,500 150 2,500 1.0 45

1,200 4,000 9.0 5.5 5.5 3 2,000

1,500 15.0 7.5 7.5 300 1,200 1,300 3,200 1.5 90 2.2

2,000 6,000 6,000 30.0 11.5 7,000 2.5

2,500 2,000 4.6

3,000 8,000 5.7

4,000 3,000

注）１．土運船、台船については、引船１隻で２隻までえい航できるものとする。
２．土運船をえい航する引船規格については、土運船運搬時の作業船の組合せを原則とする。
３．上記組合せ表にない大型船舶のえい航用引船規格は、現場条件を考慮して決定する。
４．被えい航船舶等の規格範囲の表示がないものについては（まで）と読み取るものとする。
５．起重機船（固定）の3,000ｔ吊を超え3,700ｔ吊までは、引船4,000PS型と4,000PS型の２隻引きとする。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 2 － 1 適用除外の追記

（水産庁準拠）

5 － 2 － 3

規格の改定

（水産庁準拠）

２節 運搬費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

運搬費のうち、質量20ｔ以上の建設機械器具等の運搬、および仮設材（仮締切、仮橋、仮桟橋等に使用する鋼矢板、
Ｈ形鋼、覆工板等）等の搬入・搬出に要する費用の算定に適用する。

ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで
きる。

なお、汚濁防止フェンスの運搬費は、第５章 ４節 事業損失防止施設費を参照

２ 建設機械器具等運搬費
２－３ 施工方式
２－３－２ 運搬方式の選定

１）運搬方式の諸元

（２）分解・組立が必要な機械
運搬に際し標準的な分解・組立及び輸送費の算定に適用する機械は、下表のとおりとする。

機 械 区 分 適 用 建 設 機 械

ブ ル ド ー ザ ブルドーザ（リッパ装置付きを含む）
普通 21ｔ級以上～44ｔ級以下
湿地 20ｔ級以上～28ｔ級以下

バ ッ ク ホ ウ 系 バックホウ
山積 1.0ｍ3以上～2.1ｍ3以下
(平積 0.7ｍ3以上～1.5ｍ3以下)

油圧クラムシェル・テレスコッピク
平積 0.4ｍ3以上～0.6ｍ3以下

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 系 クローラクレーン（油圧駆動式、機械駆動式）
吊能力 16ｔ以上～300t以下

クラムシェル（油圧ロープ式）
平積 0.6ｍ3以上～3.0ｍ3以下

ト ラ ッ ク ク レ ー ン トラッククレーン（油圧伸縮ジブ型）
オールテレーンクレーン（油圧伸縮ジブ型）

吊能力 100ｔ以上～550t以下

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機 ディーゼルハンマ
油圧ハンマ
アースオーガ(二軸式同軸式含む)
ディーゼルハンマー・アースオーガ併用
モンケン・アースオーガ併用
アースオーガ併用圧入杭打機
アースオーガ中掘機

機械質量20ｔ以上～150t以下

オ ー ル ケ ー シ ン グ オールケーシング掘削機（クローラ式］
掘 削 機 掘削径2,000mm以下

オールケーシング掘削機（スキッド式）
掘削径2,000mm以下

中層混合処理機
地 盤 改 良 機 械 機械質量20ｔ以上から120ｔ以下

サンドパイル打機
粉体噴射撹拌機（付属器機除く）
深層混合処理機
ペーパードレーン打機

機械質量 20ｔ以上～180ｔ以下

注）１．深層混合処理機（二軸式90kW×2）は地盤改良機械（機械質量120tを超え170t以下）を適用する。
２．水中バックホウはバックホウ系（山積1.4m3以下）を適用する。

２節 運搬費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

運搬費のうち、質量20ｔ以上の建設機械器具等の運搬、および仮設材（仮締切、仮橋、仮桟橋等に使用する鋼矢板、
Ｈ形鋼、覆工板等）等の搬入・搬出に要する費用の算定に適用する。

なお、汚濁防止フェンスの運搬費は、第５章 ４節 事業損失防止施設費を参照

２ 建設機械器具等運搬費
２－３ 施工方式
２－３－２ 運搬方式の選定

１）運搬方式の諸元

（２）分解・組立が必要な機械
運搬に際し標準的な分解・組立及び輸送費の算定に適用する機械は、下表のとおりとする。

機 械 区 分 適 用 建 設 機 械

ブ ル ド ー ザ ブルドーザ（リッパ装置付きを含む）
普通 21ｔ級以上～63ｔ級以下
湿地 20ｔ級以上～28ｔ級以下

バ ッ ク ホ ウ 系 バックホウ
山積 1.0ｍ3以上～2.1ｍ3以下
(平積 0.7ｍ3以上～1.5ｍ3以下)

油圧クラムシェル・テレスコッピク
平積 0.4ｍ3以上～0.6ｍ3以下

ク ローラ クレーン系 クローラクレーン（油圧駆動式、機械駆動式）
吊能力 16ｔ以上～300t以下

クラムシェル（油圧ロープ式、機械ロープ式）
平積 0.6ｍ3以上～3.0ｍ3以下

ト ラ ッ ク ク レ ー ン トラッククレーン（油圧伸縮ジブ型）
オールテレーンクレーン（油圧伸縮ジブ型）

吊能力 80ｔ以上～550t以下

ク ロ ー ラ 式 杭 打 機 ディーゼルハンマ
油圧ハンマ
アースオーガ(二軸式同軸式含む)
ディーゼルハンマー・アースオーガ併用
モンケン・アースオーガ併用
アースオーガ併用圧入杭打機
アースオーガ中掘機

機械質量20ｔ以上～150t以下

オ ー ル ケ ー シ ン グ オールケーシング掘削機（クローラ式］
掘 削 機 掘削径2,000mm以下

オールケーシング掘削機（スキッド式）
掘削径2,000mm以下

中層混合処理機
地 盤 改 良 機 械 機械質量20ｔ以上から120ｔ以下

サンドパイル打機
粉体噴射攪拌機（付属器機除く）
深層混合処理機
ペーパードレーン打機

機械質量 20ｔ以上～180ｔ以下

注）１．深層混合処理機（二軸式90kW×2）は地盤改良機械（機械質量120tを超え170t以下）を適用する。
２．水中バックホウはバックホウ系（山積1.4m3以下）を適用する。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 2 － 5 規格の改定

（水産庁準拠）

リフターの追加

（水産庁準拠）

２－４ 運搬
２－４－２ 施工歩掛
１）使用機械の規格選定 分解・組立に使用するクレーンは、次表を標準とする。

分解組立用クレーン
機 械 区 分 規 格

名 称 規 格

バックホウ系 前項 表参照 ラフテレーンクレーン
オールケーシング掘削機 油圧伸縮ジブ型 ２５ｔ吊
（クローラ式） (排出ガス対策型第２次基準

値）

２１ｔ級以下 ラフテレーンクレーン
ブルドーザ 油圧伸縮ジブ型 ２５ｔ吊

４４ｔ級以下 (排出ガス対策型第２次基準
値）

質量６０ｔ以下 ラフテレーンクレーン ２５ｔ吊
地 中層混合処理機 油圧伸縮ジブ型
盤 質量１２０ｔ以下 （排出ガス対策型第2基準値）
改
良 サンドパイル打設 質量６０ｔ以下 ６０ｔ吊
機 粉 体 噴 射 撹 拌 機
械 深 層 混 合 処 理 機 質量１２０ｔ以下

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打設
質量１８０ｔ以下

３５ｔ吊以下
(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積0.6ｍ3含む)

２５ｔ吊
８０ｔ吊以下 ラフテレーンクレーン

(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積2.0ｍ3以下含む) 油圧伸縮ジブ型
クローラクレーン系 (排出ガス対策型第２次基準

１５０ｔ吊以下 値）
(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積3.0ｍ3以下含む) ６０ｔ吊

３００ｔ吊以下

トラッククレーン 前項 表参照 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 油圧伸縮ジブ型
(排出ガス対策型第２次基準 ７０ｔ吊
値）

200t吊以上360t吊以下 リフター「せり上げ能力」
５０ｔ吊

550t吊以下

質量６０ｔ以下
ラフテレーンクレーン

クローラ式杭打機 質量１００ｔ以下 油圧伸縮ジブ型 ６０ｔ吊
(排出ガス対策型第２次基準

質量１５０ｔ以下 値）

オールケーシング掘削機 前項 表参照 クローラクレーン 油圧駆動式 ８０ｔ吊
（スキッド式） (排出ガス対策型）

注）１．機械区分「オールケーシング掘削機（スキッド式）」は、「漁港漁場関係工事積算基準 第１部 漁港漁
場関係事業請負工事費積算基準 第３章18節 仮設工、参考資料－２ 鋼管杭・鋼管矢板の選考掘削」に
よる場合に適用し、分解組立用クレーンは本体工事で使用するクローラクレーンを使用するものとする。
なお、クローラクレーン（油圧駆動式80ｔ吊）の分解組立輸送費は、本体工事使用時に別途計上する。

２．リフターは賃料とする。なお、リフター（せり上げ能力50ｔ）の供用1日あたり賃料は224,000円を標準
とする。（オペレーター、燃料油脂費を含み、回送、運搬費は含まない）

３．現道上および高架下等のラフテレーンクレーンによる分解組立作業が困難な場合は、リフターを使用す

ることができる。

４．現場条件により上記により難い場合は、別途考慮する。

２－４ 運搬
２－４－２ 施工歩掛
１）使用機械の規格選定 分解・組立に使用するクレーンは、次表を標準とする。

分解組立用クレーン
機 械 区 分 規 格

名 称 規 格

バックホウ系 前項 表参照 ラフテレーンクレーン
オールケーシング掘削機 油圧伸縮ジブ型 ２５ｔ吊
（クローラ式） (排出ガス対策型第２次基準

値）

２１ｔ級以下 ラフテレーンクレーン
ブルドーザ 油圧伸縮ジブ型 ２５ｔ吊

４４ｔ級以下 (排出ガス対策型第２次基準
値）

６３ｔ級以下 ５０ｔ吊

質量６０ｔ以下 ラフテレーンクレーン ２５ｔ吊
地 中層混合処理機 油圧伸縮ジブ型
盤 質量１２０ｔ以下 （排出ガス対策型第2基準値）
改
良 サンドパイル打設 質量６０ｔ以下 ５０ｔ吊
機 粉 体 噴 射 攪 拌 機
械 深 層 混 合 処 理 機 質量１２０ｔ以下

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打設
質量１８０ｔ以下

３５ｔ吊以下
(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積0.6ｍ3含む)

２５ｔ吊
８０ｔ吊以下 ラフテレーンクレーン

(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積2.0ｍ3以下含む) 油圧伸縮ジブ型
クローラクレーン系 (排出ガス対策型第２次基準

１５０ｔ吊以下 値）
(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積3.0ｍ3以下含む) ５０ t吊

３００ｔ吊以下

トラッククレーン 前項 表参照 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 油圧伸縮ジブ型
(排出ガス対策型第２次基準 ５０ t吊
値）

質量６０ｔ以下
ラフテレーンクレーン

クローラ式杭打機 質量１００ｔ以下 油圧伸縮ジブ型 ５０ t吊
(排出ガス対策型第２次基準

質量１５０ｔ以下 値）

オールケーシング掘削機 前項 表参照 クローラクレーン 油圧駆動式 ８０ｔ吊
（スキッド式） (排出ガス対策型）

注）１．機械区分「オールケーシング掘削機（スキッド式）」は、「漁港漁場関係工事積算基準 第１部 漁港漁
場関係事業請負工事費積算基準 第３章18節 仮設工、参考資料－２ 鋼管杭・鋼管矢板の選考掘削」による
場合に適用し、分解組立用クレーンは本体工事で使用するクローラクレーンを使用するものとする。なお、ク
ローラクレーン（油圧駆動式80ｔ吊）の分解組立輸送費は、本体工事使用時に別途計上する。
２．現場条件により上記により難い場合は、別途考慮する。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 2 － 6 規格の改定

（水産庁準拠）

２）使用機械の運転日数および労務歩掛

分解・組立に使用するクレーンの運転日数と労務歩掛は、下表により算定する。

労務歩掛 クレーン
運搬費 雑 材

特殊作業員 運転歩掛
機 械 区 分 規 格 等 率 料 率

（人） （日）
(％) （％）

(分解＋組立) (分解＋組立)

21t級以下 2.8 2.1 155 21

ブ ル ド ー ザ 44t級以下 4.6 3.4 153 21

山積1.4㎥以下
(油圧ｸﾗﾑｼｪﾙ・ﾃﾚｽｺﾋﾟｯｸ 2.7 1.4 250 24

バ ッ ク ホ ウ 系 0.4㎥以上0.6㎥以下含む）

山積2.1㎥以下 4.5 2.3 256 25

35t吊以下
3.0 0.8 444 22

(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積0.6㎥含む)

80t吊以下
5.5 1.5 434 21

クローラクレーン系 (ｸﾗﾑｼｪﾙ平積2.0㎥以下含む)

150t吊以下
11.3 3.1 315 15

(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積3.0㎥以下含む)

300t吊以下 20.5 5.7 313 15

120t吊以下 4.3 1.5 394 75

160t吊以下 5.7 1.9 409 78
トラッククレーン

360t吊以下 11.7 4.0 399 75

550t吊以下 20.9 7.1 401 76

200t吊以上
360t吊以下 11.0 2.7 392 83

（リフターを使用する場合）

550t吊以上 19.4 4.9 390 83
（リフターを使用する場合）

60t以下 8.6 2.1 163 2

クローラ式杭打機 100t以下 15.5 3.7 164 2

150t以下 23.5 5.6 163 2

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機
－ 3.9 3.4 595 5

( ク ロ ー ラ 式 )

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機
－ 4.9 1.7 558 4

（スキッド式）

中層混合処理機 60t以 下 16.0 2.4 265 4
地
盤 120t以 下 41.2 6.3 211 3
改
良 ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機 60t以 下 16.0 2.4 213 3
機 粉体噴射撹拌機
械 深層混合処理機 120t以 下 41.2 6.3 211 3

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打設
180t以 下 64.6 9.9 210 3

２）使用機械の運転日数および労務歩掛

分解・組立に使用するクレーンの運転日数と労務歩掛は、下表により算定する。

労務歩掛 クレーン
運搬費 雑 材

機 械 質 量 特殊作業員 運転歩掛
機 械 区 分 規 格 区 分 等 率 料 率

区 分 （人） （日）
(％) （％）

(分解＋組立) (分解＋組立)

21t級以下 － 2.8 2.1 134 21

ブ ル ド ー ザ 44t級以下 － 4.6 3.4 132 21

63t級以下 － 8.4 6.2 90 14

山積1.4㎥以下
(油圧ｸﾗﾑｼｪﾙ・ﾃﾚｽｺﾋﾟｯｸ － 2.7 1.4 216 24

バ ッ ク ホ ウ 系 0.4㎥以上0.6㎥以下含む）

山積2.1㎥以下 － 4.5 2.3 221 25

35t吊以下
－ 3.0 0.8 384 22

(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積0.6㎥含む)

80t吊以下
－ 5.5 1.5 375 21

クローラクレーン系 (ｸﾗﾑｼｪﾙ平積2.0㎥以下含む)

150t吊以下
－ 11.3 3.1 287 16

(ｸﾗﾑｼｪﾙ平積3.0㎥以下含む)

300t吊以下 － 20.5 5.7 286 16

120t吊以下 － 4.3 1.5 439 97

160t吊以下 － 5.7 1.9 454 100
トラッククレーン

360t吊以下 － 11.7 4.0 443 97

550t吊以下 － 20.9 7.1 446 98

－ 60t以下 8.6 2.1 148 2

クローラ式杭打機 － 100t以下 15.5 3.7 149 2

－ 150t以下 23.5 5.6 148 2

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機
－ － 3.9 3.4 515 5

( ク ロ ー ラ 式 )

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機
－ － 4.9 1.7 483 4

（スキッド式）

中層混合処理機 － 60t以下 16.0 2.4 229 4
地
盤 － 120t以下 41.2 6.3 190 3
改
良 ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機 － 60t以下 16.0 2.4 191 3
機 粉体噴射攪拌機
械 深層混合処理機 － 120t以下 41.2 6.3 190 3

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打設
－ 180t以下 64.6 9.9 189 3
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 2 － 7 語句の修正

5 － 2 － 8

リフターの追加

（水産庁準拠）

３）質量20t以上の建設機械の貨物自動車等による運搬

①質量20t以上の建設機械の貨物自動車等の運搬費用

質量20t以上の建設機械の貨物自動車等の運搬は次式により行うものとする。

Uk= A ＋ M ＋ K （またはK'）

ただし Uk：質量20t以上の建設機械の貨物自動車等の運搬費

A：基本運賃料金（円）

表3.1によるものとする。

なお、運搬距離は運搬基地より現場までの距離とする。

また、下表に掲げてある基本運賃は、運搬割増（特大品、悪路、冬期、深夜早朝、地区

等）の有無にかかわらず適用できる。

ただし、陸上輸送以外が必要な場合は、これに要する費用を別途計上すること。

M：その他の諸料金（円）

１）組立、解体に要する費用

重建設機械の組立、解体に要する費用は別途加算する。

２）その他下記事項の料金を必要により計上する。

a 荷役機械使用料

b 自動車航送船使用料

c 有料道路利用料

d その他

K：運搬される建設機械の運搬中の賃料（円）

K'：運搬される建設機械の運搬中の損料（円）

運搬される建設機械（被運搬建設機械）の運搬中の賃料又は損料を計上する。

積算方法は、「②運搬される建設機械の運搬中の賃料及び損料」による。

*建設機械運搬方法等は表3.2による。

４）代価表
（１）分解組立運搬 １式当り ［Ｊ２０３１０］

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ ま た は (油) ｔ吊
日 標準運転時間

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝまたはﾘﾌﾀｰ せり上げ能力 ｔ

特 殊 作 業 員 人

運 搬 費 等 率 ％

注）１．クレーンは、現場条件により大型規格を使用できる。
２．クレーン規格、運転日数、労務歩掛、運搬費等率は、別表による。
３．リフターは、供用1日あたり賃料とする。

（２） 分解組立 １式当り ［Ｊ２０３１２］

名 称 形状寸法 単位 数 量 摘 要

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝまたは (油) ｔ吊 標準運転時間
日

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝまたはﾘﾌﾀｰ せり上げ能力 ｔ 分解・組立用クレーン
特 殊 作 業 員 人

労務費、分解・組立用クレー
雑 材 料 ％

ン運転費の％
注）１．本歩掛は、分解・組立のみを計上する際に適用する。

２．クレーンは、現場条件により大型規格が使用できる。
３．クレーン規格、運転日数、労務歩掛、雑材料率は、別表による。
４．リフターは、供用1日あたり賃料とする。

３）質量20t以上の建設機械の貨物自動車等による運搬

①質量20t以上の建設機械の貨物自動車等の運搬費用

質量20t以上の建設機械の貨物自動車等の運搬は次式により行うものとする。

Uk= A ＋ M ＋ K （またはK'）

ただし Uk：質量20t以上の建設機械の貨物自動車等の運搬費

A：基本運賃料金（円）

表3.1によるものとする。

なお、運搬距離は運搬基地より現場までの距離とする。

また、基本運賃は運搬割増（特大品、悪路、冬期、深夜早朝、地区等）の有無にかかわらず適用で

きる。

ただし、陸上輸送以外が必要な場合は、これに要する費用を別途計上すること。

M：その他の諸料金（円）

１）組立、解体に要する費用

重建設機械の組立、解体に要する費用は別途加算する。

２）その他下記事項の料金を必要により計上する。

a 荷役機械使用料

b 自動車航送船使用料

c 有料道路利用料

d その他

K：運搬される建設機械の運搬中の賃料（円）

K'：運搬される建設機械の運搬中の損料（円）

運搬される建設機械（被運搬建設機械）の運搬中の賃料又は損料を計上する。

積算方法は、「②運搬される建設機械の運搬中の賃料及び損料」による。

*建設機械運搬方法等は表3.2による。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和５年１１月） 新旧対照表（令和５年１１月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 新 旧 摘要

5 － 3 － 1 適用除外の追記

（水産庁準拠）

5 － 4 － 1

5 － 5 － 1

5 － 6 － 1

5 － 7 － 1

仮設材の持ち上

げ（下げ）用単

価表の追加

単－31

敷鉄板設置・撤

去用単価表の追

加

押印の廃止

他2-5

３節 準 備 費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

準備費のうち、積上げ計算による費用の算定に適用する。

４節 事業損失防止施設費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

工事の施工に伴って発生する事業損失を未然に防止するために必要な仮設備の設置・撤去、ならびに維持補修に要す
る費用の算定に適用する。

５節 安全費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

安全費のうち、灯標類の設置・維持管理及び撤去、各種安全管理及び安全監視船等に要する費用の算定に適用する。

６節 役 務 費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

仮設工事、材料置き場等の土地借上げおよび道路等の占用に要する費用、ならびに電力・用水等基本料の算定に適用
する。

７節 技術管理費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

技術管理費のうち、積上げ計算による費用の算定に適用する。

単価表

その他 積算単価の策定
水 産 基 盤 整 備 事 業 （ 漁 場 ） に お け る 積 算 単 価 に つ い て

３節 準 備 費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

準備費のうち、積上げ計算による費用の算定に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。
４節 事業損失防止施設費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

工事の施工に伴って発生する事業損失を未然に防止するために必要な仮設備の設置・撤去、ならびに維持補修に要
する費用の算定に適用する。

ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで
きる。

５節 安全費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

安全費のうち、灯標類の設置・維持管理及び撤去、各種安全管理及び安全監視船等に要する費用の算定に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。
６節 役 務 費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

仮設工事、材料置き場等の土地借上げおよび道路等の占用に要する費用、ならびに電力・用水等基本料の算定に適
用する。

ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで
きる。

７節 技術管理費
１ 総 則
１－１ 適用範囲

技術管理費のうち、積上げ計算による費用の算定に適用する。
ただし、本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることがで

きる。

単価表

1800-920-01 バックホウ（仮設材の持ち上げ（下げ））
バックホウ（クローラ型） 運転１日当り 就業８時間

数 量
名 称 形状寸法 単位 摘 要

山積0.8ｍ 3（平積0.6ｍ 3）吊能力2.9ｔ
 主 燃 料 軽 油 ℓ 18

運 転 手 ( 特 殊 ) 人 0.25
賃 料 日 1.02 指定事項
注）使用原動機は、排出ガス対策型を適用する。

1800-920-02 バックホウ（敷鉄板設置・撤去）
バックホウ（クローラ型） 運転１日当り 就業８時間

数 量名 称 形状寸法 単位 摘 要
山積0.8ｍ 3（平積0.6ｍ 3）吊能力2.9ｔ

 主 燃 料 軽 油 ℓ 119
運 転 手 ( 特 殊 ) 人 1
賃 料 日 1.06 指定事項
注）使用原動機は、排出ガス対策型を適用する。

その他 積算単価の策定
水 産 基 盤 整 備 事 業 （ 漁 場 ） に お け る 積 算 単 価 に つ い て


